
 

ODAの新状況

本年は、1954年に日本がコロンボ計画への加

盟を決定し、東南アジアにODA（政府開発援

助）をはじめて供与してから、ちょうど50年目

にあたる。日本のODAはもともと東南アジア

向けだった。日本の東南アジア諸国に対する円

借款を通じた資金協力が、これら諸国の経済の

インフラ部門の整備に寄与し、「アジアの奇跡」

を生む重要な一因になったことは多くの識者の

一致するところである。日本のODAの成功体

験である。

ところがここ数年、ODAをめぐる国内の政

策環境は様変わりになってきている。

ODAについて政府の予算は連年にわたって

ディーパー・カットとなり、これを反映してわ

が国のODA実績（支出純額ベース）は2002年

に92億ドル台に落ち込んでいる。1991年からず

っと維持して来たODA年間供与実績世界一の

座を01年からは米国に明け渡している。この点

についてODAの関係者は危機感をつのらせて

いる。しかし、これが短時日に逆転する可能性

は、高齢化社会の到来による社会保障費の財源

確保のために近い将来増税が不可避と考えられ

る現下の日本の財政事情からして、まずありそ

うにない。中国向けの日本のODAが減少の典

型で、現状すでに新規供与額と既存の返済額が

ほぼ同額で、ということはネットではほぼゼロ

になっている。

ODAの増額には国民的な熱い支持もない。

内閣府が03年10月実施したODAに対する意識

調査によると、ODAは「現在程度でよい」と

答えた人が全体の43％で、「積極的に進めるべ

きだ」と答えた人は19％と26年前の42％の半分

以下となり、「なるべく少なくすべきだ」と答

えた人が25％と26年前の３％の７倍増になって

いる。これは関係者がODAの国民への広報を

充分にやってこなかった「つけ」でもある。

その中で、日本のODA政策は、現実的には、

国際比 したODAの供与額とシェアを競うの

でなく、これまでの金額のはるインフラ支援か

ら留学生受け入れなど人材育成へと、ハードか

らソフトへと中心を変更していかざるをえない。

しかしそうしたODA政策担当者に必要なマイ

ンド設定はいまだ充分になされていない。

ODA政策は、経済の他の面と同じく、過去の

「右肩あがり」の幻想をひきずって、何でもあ

りの総花状態が続いている。その中で、アフガ

ニスタンやイラクに対する「平和構築」に向け

てのものとか、アフリカ諸国に向けた「人間の

安全保障」の視点からのODAの新たなニーズ

が大きくなってきているというのが現状である。

そこで従来型のインフラに対するODAは、要

はメリハリの利いたつぼをおさえたものに向か

わざるをえない。
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マイクロ・ファイナンス概観

こうしたODAの近年における変化の文脈の

中で、本稿で指摘したいポイントはODAの当

局者たちが、マイクロ・ファイナンスを本格的

にとりあげるべきではないかという点である。

周知のようにマイクロ・ファイナンスは銀行融

資にアクセスのない貧困農民層、実際の中心は

農民女性、の起こす小規模な企業活動に対して

行う無担保での小規模貸付を行うものである。

日本では、筆者は寡聞にして日本の援助政策

の当局者や学者がマイクロ・ファイナンスこそ

は21世紀の開発戦略といっているのを聞いたこ

とがない。なぜそうなのかと言うと、筆者の勘

ぐりだが、ODA供与世界一位を誇った日本の

ODAの実務家たちにとっては潤沢なODAの

消化のみに頭が行って、少ない予算の中でどう

効率的に援助するかという視点が不在だったか

らである。日本で、マイクロ・ファイナンスの

話が出るときまって、ODAを途上国の政府や

金融機関に供与して、そこから最終資金需要者

に融資をおこなう「ツー・ステップ・ローン」

の話になる。しかし日本の「ツー・ステップ・

ローン」は、世界の標準のマイクロ・ファイナ

ンスからみると、金額が大きすぎて、議論がか

み合わないのである。マイクロ・ファイナンス

はUNDPのようないわばカネのない国際機関

が知恵で開発して来た開発政策であるだけにま

ずカネがかからない。しかし効果の点では評価

が高い。

国際的にはヒラリー・クリントン夫人などの

要人がこれにかかわっていることはよく知られ

ているが、近年になって、政策的にも、とりわ

け、フィリッピンでは、2001年７月の教書にお

いてアロヨ大統領がマイクロ・ファイナンスを

「貧困との戦いにおける柱石（CORNER-

STONE）」と位置づけた。またパキスタンの

ムシャラフ大統領もその重要性を強調し、今や、

マイクロ・ファイナンスはアフリカでもアジア

でもラテン・アメリカでも貧困対策の主流にな

っている。

マイクロ・ファイナンスは貧者に金を貸すと

返らないという伝説を覆した。「借りたものは

返さなくていけない」という意識を毎週の例会

で徹底させることで返済率をほぼ100％にひき

あげた。この背景には貧者にとって、貧困を克

服するためには、例え金利が高くても、貸付を

得られることがどうしても大切なのだという事

情がある。また、担保なしの貧民への貸付が銀

行のビジネスになるはずがないと考えられてき

たが、マイクロ・ファイナンス事業者の中には、

事業として立派にたちゆき、中にはNGOから

出発して、地方銀行に成長するものが現れてい

る。

マイクロ・ファイナンスというと、1976年に

バングラディッシュに始まったグラミン銀行の

方式、同じくバングラディシュに発生した

ASA方式が世界的に著名であるが、グラミン

は伝統的モデルを開発した点で歴史に残るが、

現状、実態は大きくなりすぎ、ある意味巨大な

不良債権グループになってしまっているとの酷

評が国際機関の関係者にはある。むしろ今の時

点で世界のマイクロ・ファイナンスのモデルと

して検討すべきは、グラミンの伝統方式を極力

取り入れつつ、より効率的にビジネス・モデル

として純化・発展させ、結果として慈善的性格

をより少なくし、市場指向的性格をより多くし

たフィリッピンのカード銀行ではないかと思わ

れる。

特筆すべきは、マイクロ・ファイナンスは途

上国の開発策ではあるが、外国からの資金援助

に必ずしも依存するものではない。現に後に見

るカード銀行は、外国からの援助資金に全く依
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存していない。その意味で彼らのマイクロ・フ

ァイナンスは、従来型の援助資金、つまり海外

貯蓄で、途上国の国内貯蓄の不足を補おうとす

るものではそもそもない。マイクロ・ファイナ

ンスは、ミクロの小企業が自らの努力で所得を

生み出し、その一部を（強制的ないし自発的

に）貯蓄にして更なる所得を生み出すというメ

カニズムを内在しており、基本的に自国通貨と

人々の自助努力を重視する開発戦略である。こ

うした点からみると、マイクロ・ファイナンス

は貯蓄と自助努力を中心にする日本型の経済開

発の理念の原点に近い。

日本の経済協力政策としても、例えば JICA

を通じるODAの３国間技術協力として、フィ

リピンのすぐれたマイクロ・ファイナンスのノ

ーハウをASEANの中でも後発のミャンマー、

カンボジア、ラオスといった国の貧困対策とす

る可能性にもっと大きな関心と重点が向けられ

るべきであろう。

フィリピンのカード銀行のケース

マイクロ・ファイナンスの分野では、諸国の

なかでもとりわけフィリピンでの動向に注目し

たい。同国は、他国にさきがけ、政府が自ら、

マイクロ・ファイナンスに積極的に関与して、

規制・監督の枠組み作りを進めている。

沿革的には、フィリピンのマイクロ・ファイ

ナンス重視政策は農民向け制度金融政策の失敗

からきている。同国では、1970年代および80年

代において貧困対策として市中金利が14－16％

のときに６％の低金利で農民に融資する、農民

向けに制度金融が策定されたが、これがうまく

機能しなかった。こうした制度金融による融資

に対して農民は金利を支払おうとせず、また地

方の行政当局が個別の融資案件に介入し、実際

には地方の政治力ボスの補助金獲得手段になっ

てしまって資金が貧困農民に届かず、しかもそ

の支払い不能によって財政負担がかさんだ。ま

た制度金融の盛行によって、低利の資金が政府

からはいる間は、地方銀行は貯蓄を集める真剣

な努力を怠って、結果は国の貯蓄全体を弱める

ことになった。

以来、同国では、政府によるマイクロ・ファ

イナンス発展のための環境作り、ことに持続的

マイクロ・ファイナンス事業者を育成するため

の法的枠組み作りが積極的におこなわれている。

現状、フィリピンでは、財務省が事務局をつ

とめ、関係政府機関とマイクロ・ファイナンス

事業者の代表をメンバーとする国家信用協議会

がマイクロ・ファイナンスの政策方向の調整に

あたっている。

フィリピン中央銀行にはマイクロ・ファイナ

ンス担当の副総裁がおかれている。同中銀はマ

イクロ・ファイナンスの事業を行う銀行を店舗

行政において優遇している。

現場のマイクロ事業者からなる協会では、メ

ンバー間で経営基準指標を設けてマイクロファ

イナンス事業技術を共有・改善し、ベスト・プ

ラクテスに収斂させていこうとする動きが活発

である。

こうした中で、フィリピンのマイクロ・ファ

イナンス事業者の代表格になっているのが、カ

ード銀行（CARD Bank）である。

カード銀行のマイクロ・ファイナンスはいず

れもフィリピン大学出身のエリートで知識人で

あるアリプ（Jame Aristotie B.Alip.農務省の

高官でフィリピンの農地改革を手がけた）とリ

ヤント（ Girberto M.Llanto.アロヨ大統領と

大学が同級で、同政権下でUnder Secretary
 

of National Economic and Development
 

Authorityをつとめたこともある）の二人が、
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実践と改善を積み重ねてきたものである。

カード銀行の事業開始は1980年代の後半にさ

かのぼる。マルコス政権後の1986年にNGOと

して、マニラ郊外のサンパブロ市の市場の裏に

オフィスを設け、事業開始当初は15人の貧困農

民に対する５ペソ（１ペソ約２円）、期間１週

間の貸付を供与することから始めた。当初はい

ろんな種類の貸付を手がけ、そのいずれも成功

しなかった。が、その後急成長して、注目され

るようになった。

2002年央の資金供与者は65000人、2001年１

月現在の貸付残高342百万ペソ、2000年貸付デ

スバース額は832百万ペソ、返済率99・95％、

預金受け入れ残高167百万ペソ、貸付収益金利

はきわめて高く42％、収入金額に対する人件費

などのオペレーション・コストは22％、テクニ

カル・オフィサーなどスタッフは総勢400人、

テクニカル・オフィサー１人当たりの担当顧客

数は338人、１人当たりの貸付額2.8百万ペソ。

これらがカード銀行の主要な活動実績である。

同行はこれまで海外の資金を当てこんで苦い

経験をした。過去２回、外国の金融機関が資金

提供を約束しながら実行しなかったケースがあ

り、そのたびに流動性問題が発生し、経営危機

に陥った。また海外の援助ドーナーは大きくて

名の通ったマイクロ・ファイナンス機関しか相

手にしない。現にカード銀行は米国AIDから

相手にされなかった。こうした経験から、頭取

のアリプは「マイクロ・ファイナンス事業とい

えども無制限に外国金融機関に依存すべきでは

ないし、ビジョンを共有する機関とのみ協力す

べきである」ことを学んだという。

同行は1997年には地銀のステータスを取得す

るまでにいたった。現在、カード・グループは

地銀とNGOの両方の形態をとっている。2002

年現在、NGOの店舗数20、銀行の支店数７で、

財務的には税金対策に困るぐらいの大幅な収益

が出ている。こうした実績に米銀の大手が注目

して、近時、有力米銀からの資金提供などの打

診もある。しかし、カード銀行は、外資をあて

にせず、外国人の株主を受け入れるつもりはな

い。マイクロ・ファイナンス事業を持続させる

には決して海外ドーナーをあてにした経営をし

てはいけないというのがカード銀行の経営哲学

である。現在カード銀行には政府からの補助金

はまったくない。しかし、アロヨ大統領が同行

を訪問するなどマイクロ・ファイナンス事業者

としての国内の地位は高い。同行は、将来像と

して、時間をかけて、マイクロ・ファイナンス

事業の「完全に持続可能な地方銀行」になるこ

とを目指している。

カード銀行によると、同行の融資を受けた者

の30％が貧困から脱却し、土地、住宅、自動車

を保有するにいたっている。同行の経験からす

ると、一般には貧困から救い上げるには、最短

３年、平均５年、最長８年かかり、またその後

も支援を続けなくてはならない。

アリプ頭取によると、マイクロ・ファイナン

ス事業は貯蓄を集めない限り、資金的に大きく

（outreach）はなれない。また金利が高くな

い限り、経営が持続可能（sustainable） にな

らない。この両要素を同行は念頭においている。

マイクロ・ファイナンス事業が大きくなるに

は貯蓄受け入れがいる。それには銀行形態をと

らないといけない。

また高い金利が取れるためには国内で金利規

制がないことが前提になる。忘れてはならない

のは、フィリピンでは、すでに1980年代央にア

キノ政権によって金融改革がおこなわれ、預

金・貸付とも金利が自由化されていることであ

る。金利が完全に自由化されているお国柄が、
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カード銀行のようなアジア他国にみられないマ

イクロ・ファイナンス事業の発展を可能にして

いる。フィリピンを評して、西欧の悪いところ

だけを集めた国と酷評する向きがある。しかし

マイクロ・ファイナンスに関する限り、米国的

な金利自由化がなければカード銀行モデルはで

きなかっただろう。またカード銀行モデルをそ

のままアジア他国に適用しようとしても、それ

らの国の金利規制のゆえになかなか適用できな

い。しかしそのことはカード銀行モデルが進ん

だマイクロ・ファイナンス・モデルであること

をなんらくつがえすものではない。

以上見たように、カード銀行の方式は、伝統

的なグラミン方式をコアにしつつ、伝統モデル

から一歩踏み出し、貯蓄強化、市場指向によっ

て収益性を高め、持続可能でかつ拡大的なマイ

クロ・ファイナンス・ビジネスモデルを確立し

ようとしているものといえよう。

カード銀行の教訓

カード銀行の理論的支柱であるリヤント

（1999）は、以上のカード銀行の経験をふまえ

て、マイクロ・ファイナンスについて次のよう

に一般化する。

第１に、国の補助金付ないし政府主導型の資

金貸付、つまり制度金融は、返済しないことへ

のインセンティブとなる。これらの計画が失敗

した理由は、政治の関与、官僚の非効率やイン

センティブの歪みによる。政府が金融市場にあ

まりに深く関与すると金融制度を歪め、社会

的・政治的に影響力のある非貧困の借入者が貸

付補助金を手にする結果になり、貧困者の金融

サービスへのアクセスを否定することになって

しまう。持続可能なマイクロ・ファイナンスは

貸付に対し補助金がない政策環境においてもっ

ともよく育つ。

第２に、低インフレと財政赤字削減に焦点を

あてたマクロ経済・金融政策がマイクロ・ファ

イナンスが効率的に機能する前提として必要で

ある。

第３に、金利の自由化、金融市場における競

争また安定した環境が、貧困借入者のために金

利を低下させ、また貧困者が貸付にアクセス可

能になるためには重要である。

第４にマイクロ・ファイナンス事業者の免

許・規制についての法的枠組みを整備すること

がその成長と持続性を促す重要な要素である。

第５に、途上国政府は地方経済を強くしまた

地方住民が貸付を受けられるようにするため、

道路、橋、水道、衛生、基本的教育といった基

本的インフラ作りに政策の焦点を当てるべきで

ある。

第６に、マイクロ・ファイナンス事業者は、

貧困者層への貸付を拡大すべく「持続力」をつ

けようと努力している。政府の補助金をもらわ

なくてもマイクロ・ファイナンスを持続できる

力のある事業者のみが貧困層に金融サービスへ

のアクセスを可能にする。このことが繰り返し

強調されなくてはいけない。成功しているマイ

クロ・ファイナンス事業者は当初から長期的持

続性を目標にしている。そういう事業者は政府

から何の補助金ももらわずに事業を開始し持続

している。そういう事業者が強い支持を得る。

政府のマイクロ・ファイナンス事業者に対する

援助は資金援助ではなく、マイクロ・ファイナ

ンスの適切な規制を整備する技術援助を中心に

すべきである。

第７に、マイクロ・ファイナンス事業者に対

する外国からの援助資金については懸念がある。

外国からの資金は、補助金つきマイクロ・ファ

イナンス貸付の原資として使うよりもマイク
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ロ・ファイナンス事業者の資質と能力向上に充

てるべきである。外国の援助提供者はその地の

マイクロ・ファイナンス事業者の採用する貸付

方式についてあれこれ口出しすべきではない。

なぜならそれは地域差や借入者の特徴に依存す

ることが大きいからである。

こうしてリヤントはマイクロ・ファイナンス

事業者にとって重要なこととは、儲かり、かつ、

政府から距離をおくことで、これが成功の条件

であるとする。

結びにかえて

マイクロ・ファイナンスは多面的分析される

べき問題である。この多面的性格の故にマイク

ロ・ファイナンスは多くの人をひきつける。

マイクロ・ファイナンスは、貧困対策として

実効が挙がっているが故に魅力的である。もう

一つマイクロ・ファイナンスは理論的な魅力を

もつ。

ある意味、マイクロ・ファイナンスは従来の

途上国援助ないし開発理論のこれまでの理論の

根底を覆しかねない面を持つと筆者は考える。

マイクロ・ファイナンスの成功の示唆するとこ

ろは「金融論のオーソドックスな理論にしたが

うことが開発を実効的にさせることになるので

はないか」ということである。もしこの推論が

理論的に正しいとすれば開発経済学と正統的経

済学の差はぐっと縮小することになるだろう。

ある意味で世界はマイクロ・ファイナンスに

よってはじめて貧困問題解決への具体的方策に

たどり着いたといえるのではなかろうか。また

貧困問題に限らず、広く開発政策に自助努力と、

ある意味冷徹なまでに金融原理の徹底を求める

ことで、諸国の開発政策に一種パラダイムシフ

トを引き起こしつつあるのではなかろうか。そ

れゆえに、日本のODA政策としても、マイク

ロ・ファイナンスにもっと大きな関心と重点が

向けられるべきであろうと思うのである。

その意味でマイクロ・ファイナンスとは「開

発政策における金融原理の活用である」と定義

してもよいかと思われる。現代社会においては

金融へのアクセスがあるということが個人のレ

ベルでの事業の展開にとって、また国のレベル

での経済開発にとって、それほどまでに重要な

のである。この点についてマイクロ・ファイナ

ンスの本質を認識しない者は多い。そういう人

たちは、マイクロ・ファイナンスはなぜ額がこ

んなに少ないのか、なぜ期間がこんなに短いの

か、なぜ金利がこんなに高いのかと疑問を呈す

る。

たしかにマイクロ・ファイナンスは金融・資

本市場としてみるとなお未成熟・不安定である。

一方で、持続可能性に問題のあるマイクロ・フ

ァイナンスNGOが多数、今後とも市場に参入

する可能性がある。他方で持続可能性のあるマ

イクロ・ファイナンス事業者は通常の地方銀行

になってマイクロ・ファイナンスを卒業してい

く可能性がある。現実のマイクロ・ファイナン

スはこの両極端の中間にあり、それゆえ実際に

は金融ビジネスとしてみると常に経営の脆弱性

が伴う。その間の舵取りには、結局のところ、

フィリッピンの例に見るように、政府・中央銀

行の積極的関与が必要になろう。しかしながら

マイクロ・ファイナンスと国家との関係がいか

にあるべきかについては理論的にいまだ精緻化

されていない。おそらく公的当局の役割は、金

融機関の健全性規則をマイクロ・ファイナンス

機関に適切に適用するここと、それに、大胆な

私見であるが、マイクロファイナンスについて

の事業所得課税を全面非課税にする（そうでな

いと税制上有利なNGOのステータスに流れて
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しまう）というのが大まかな方向ではなかろう

か。

マイクロ・ファイナンスは何よりも民間主導

の金融原理と地域コミュニティー情報を基礎に

した小規模貸付によって貧困を軽減し、経済開

発を進めようとするものである。マイクロ・フ

ァイナンスはこうして途上国の開発戦略の一環

である。マイクロ・ファイナンスがなければ地

方の遊休労働力は、おそらくは低賃金の都市で

の労働に向かうしかないであろう。

マイクロ・ファイナンスは、金融へのアクセ

スを提供することによって、貧困層の労働力を、

所得を創出する小型企業に向けさせ、企業が本

来持つ創意・工夫への意欲をひきだすことによ

って、自由主義的に、資本主義的に経済開発を

進める性格をもっている。しかし目下のところ

農村部の貧困対策にとどまり、都市部の貧困対

策にまではなっていない。

以上で筆者がなぜマイクロ・ファイナンスに

ひきつけられるかを理解していただけるかと思

う。

筆者の理解では、マイクロ・ファイナンスの

成功の示唆する最大のものは、カネをばら撒く

ことが究極の貧困対策ではなく、『ベニスの商

人』以来ユダヤの、いわば金持ちの冷酷な論理

と考えられてきた「金融の基本的な論理」（た

とえば「借りたカネは返さなくてはならない」）

を貫くことが実は開発の役に立つのだ、といっ

ているのではないかということである。これは

一方で、金融の論理が、決して金持ちの先進国

の論理にとどまらないことを示唆する。また21

世紀の開発政策がODAという政府介入での市

場金利を無視した一種の補助金政策によるので

はなく、金融の論理を尊重するとの方向をとっ

て行くのではないかということをも示唆する。

この一見逆説的な展開は、ある意味で20世紀型

の多数の開発経済学者のよって立つ論理構成に

対する基本的な挑戦ではなかろうか。
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